
実施協議 提出書類一覧表 平成３０年１月４日以降
（規則改正後・規則別表第５より）

結城市生活環境等と太陽光発電設備設置事業との調和及び運営事業の適正管理に関する条例

番号 指定様式名 チェック欄
提出書類一覧
※指定様式がある場合，指定様式を使用すること。

図面記載事項又は添付書類詳細 留意事項

1 様式第１０号 □ 実施協議申出書

2 □

設置者の住民票の写し（個人の場合）
設置者の会社・法人全部登記事項証明書及び代表者
（市長が必要と認める場合は代表者以外の役員も含
む）の住民票の写し（法人の場合）

正本には証明書原本を添付
3箇月以内に発行されたもの

3 □
運営者の住民票の写し（個人の場合）
運営者の会社・法人全部登記事項証明書（法人の場
合）

正本には証明書原本を添付
3箇月以内に発行されたもの

4 □
工事施工者の住民票の写し（個人の場合）
工事施工者の会社・法人全部登記事項証明書

正本には証明書原本を添付
3箇月以内に発行されたもの

5 □ 位置図

□方位
□縮尺
□道路及び目標物となる地形
□事業区域の範囲
□その他市長が記載する必要があると認める事項

都市計画図（用途図）を使用すること。
事業区域の範囲を朱書きで囲むこと。
縮尺　10,000分の１

6 □ 事業区域の案内図（住宅地図等）

□方位
□事業区域の範囲
□工事車両のルート
□その他市長が記載する必要があると認める事項

原則として住宅地図を使用すること。
事業区域の範囲を朱書きで囲むこと。

7 □ 公図の写し □事業区域の範囲
正本には法務局発行の証明書原本を添付
3箇月以内に発行されたもの
事業区域の範囲を朱書きで囲むこと。

8 □ 地積測量図 □事業区域の範囲
正本には法務局発行の証明書原本を添付
3箇月以内に発行されたもの
事業区域の範囲を朱書きで囲むこと。
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実施協議 提出書類一覧表 平成３０年１月４日以降
（規則改正後・規則別表第５より）

結城市生活環境等と太陽光発電設備設置事業との調和及び運営事業の適正管理に関する条例

番号 指定様式名 チェック欄
提出書類一覧
※指定様式がある場合，指定様式を使用すること。

図面記載事項又は添付書類詳細 留意事項

9 □ 事業区域内の土地及び建物の登記事項証明書
正本には法務局発行の証明書原本を添付
3箇月以内に発行されたもの

10 □
事業区域の土地に関する設置者の使用権が確認でき
るもの

設置事業及び運営事業期間中の使用権が確認出来るも
の

11 □
接道道路の拡幅部分の土地に関する設置者の使用権
が確認できるもの

設置事業及び運営事業期間中の使用権が確認できるも
の
(事業区域の接道道路を拡幅する場合)

12 □
事業区域の建物に関する設置者の使用権が確認でき
るもの又は事業区域内の建物の所有者の同意書

使用権が確認できるもの
又は所有者の同意があることが分かるもの

13 □ 工事見積書

見積業者の記名押印があるもの
設置・造成工事
太陽光発電設備
外構施設・敷材等
太陽光発電設備等の撤去・処分費用
のそれぞれの項目の金額が分かる工事見積書であるこ
と。
3箇月以内に発行されたもの

14 □ 資金手続きが確認できるもの
工事見積書の資金が確保されていることまたは確保さ
れることが分かるもの
3箇月以内に発行されたもの

15 □
運営事業終了後の太陽光発電設備等の撤去及び処分
費用の確保計画が分かるもの

運営事業終了後の太陽光発電設備等の撤去及び処分費
用の概算及び確保計画が分かるもの
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実施協議 提出書類一覧表 平成３０年１月４日以降
（規則改正後・規則別表第５より）

結城市生活環境等と太陽光発電設備設置事業との調和及び運営事業の適正管理に関する条例

番号 指定様式名 チェック欄
提出書類一覧
※指定様式がある場合，指定様式を使用すること。

図面記載事項又は添付書類詳細 留意事項

16 □ 配置図

□方位
□縮尺
□事業区域の形状及び寸法（境界杭等の位置）
□事業区域と接続する道路名，位置，形状及び幅員
□太陽光発電設備の位置，形状及び高さ
□太陽光発電設備から事業区域境界線までの距離
□緑化施設の位置，種類，形状及び面積
□植栽の位置（城跡周辺地区地区計画又は景観形成重点
地区の場合）
□工作物（柵塀，擁壁等）の位置，種類及び高さ
□保全する山林の位置，種類及び形状（山林部分の土地
の面積が０．５ヘクタール以上の場合）
□送電に係る電柱の位置
□事業区域の出入口の位置
□設置事業に関する標識（様式第９号）の位置
□その他市長が記載する必要があると認める事項

縮尺　1,000分の1以上

17 □ 土地造成及び雨水排水計画平面図

□方位
□縮尺
□事業区域の形状及び寸法（境界杭等の位置）
□事業区域と接続する道路の形状及び幅員
□事業区域及び事業区域周辺の現況高，計画高，基準点
□盛土及び切土をする土地の部分の位置
□造成後の土地勾配方向
□各敷材の位置，種類及び敷設高
□雨水及び土砂流出防止のための工作物の位置，種類及
び高さ
□太陽光発電設備の雨水処理の方法
□のり面及びがけの位置及び高さ
□擁壁の位置，種類及び高さ
□擁壁，のり面及びがけから工作物までの距離
□その他市長が記載する必要があると認める事項

縮尺　1,000分の1以上

18 □ 土地造成計画断面図

□事業区域の現況高，計画高及び基準点
□盛土及び切土をする土地の部分の位置
□造成後の土地勾配方向
□のり面及びがけの位置及び高さ
□擁壁の位置，種類及び高さ
□擁壁，のり面及びがけから工作物までの距離
□その他市長が記載する必要があると認める事項

縮尺　1,000分の1以上
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実施協議 提出書類一覧表 平成３０年１月４日以降
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結城市生活環境等と太陽光発電設備設置事業との調和及び運営事業の適正管理に関する条例

番号 指定様式名 チェック欄
提出書類一覧
※指定様式がある場合，指定様式を使用すること。

図面記載事項又は添付書類詳細 留意事項

19 □ 仕様書又は構造図（立面図も含む。）

□　太陽光発電設備の仕様書等
□　架台及び架台の基礎の仕様書等
　　（杭基礎の場合，計算書（地盤調査書））
□　敷材の仕様書等
□　外構施設（フェンス，植栽）の仕様書等
□　擁壁・土留めの仕様書等
□　建設機械の仕様書等
□　緑化施設の仕様書等
□　その他市長が必要と認める仕様書等

20 様式第５号 □ 関連法令等チェックリスト

21 様式第６号 □ 区長説明報告書

22 様式第７号 □ 隣接住民説明報告書

23 □ 隣接住民の対象範囲が分かる図書
公図の写し及び案内図に隣接住民が分かるよう記載す
ること。

24 様式第８号 □ 周辺住民説明会開催報告書

25 □ 周辺住民の対象範囲が分かる図書
公図の写し及び案内図に説明会通知対象範囲を記載す
ること。

26 様式第３２号 □ 説明会開催通知一覧表

27 □ 地元関係者説明時資料

事前協議済の案内図，配置図兼造成図，公図の写し及
び事業計画概要書兼地元関係者説明資料（様式第３１
号）以外の説明事項がある場合
規則第１３条の計画内容等に関する説明時資料

28 □ 説明会会議録 □説明会の会議内容 説明会の会議内容が分かるもの

29 □ 説明会開催状況写真 説明会開催状況がわかるもの

30 □
設置事業に関する標識の設置状況及び確認が出来る
写真

条例第１２条の規定のよる標識(様式第９号)の設置状
況が確認出来る写真
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実施協議 提出書類一覧表 平成３０年１月４日以降
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番号 指定様式名 チェック欄
提出書類一覧
※指定様式がある場合，指定様式を使用すること。

図面記載事項又は添付書類詳細 留意事項

31 様式第１６号 □ 設置事業に係る計画書

32 様式第１７号 □ 運営事業に係る計画書

33 様式第３３号 □ 設置事業及び運営事業に関する誓約書

34 □ 運営事業の緊急対応マニュアル
異常又は災害が発生した場合は速やかに対応ができるよ
うにあらかじめ緊急時の連絡網や事象別の対応を示した
もの

35 □ 架台計算書

太陽光発電設備の太陽電池モジュールの支持物が日本
工業規格JIS C 8955「太陽電池アレイ用支持物設計標
準」に規定される強度を有していることが確認できる
計算書

36 □ 事業計画（設備認定書の写し

37 □ 電力会社との接続契約が分かる書類

38 □ 建物平面図・立面図
事業区域内に建物がある場合又は建築予定の建物があ
る場合

39 □ 地盤調査書 □雨水計算及び擁壁計算に必要な調査内容
大規模造成の場合又は
１ｍを超える擁壁を設置する場合

40 □ 雨水計算書
□茨城県「開発行為の技術基準」の基準に適合すること
を証明

大規模造成の場合

41 □ 擁壁計算書又は建築確認済証
□茨城県「開発行為の技術基準」の基準に適合すること
を証明

１ｍを超える擁壁を設置する場合
（２ｍを超える擁壁を設置する場合は，建築確認済証
の写しを添付）

42 □
建設業の許可書の写し，電気工事登録証の写し，工
事経歴書及び有資格者が分かる一覧表

大規模造成の場合

43 □ 景観計画区域内行為適合通知書 景観形成重点地区内又は届出対象行為に該当する場合

44 □
仮置場（造成をし，一体で事業区域に該当する土地
を除く。）について分かるもの

□仮置場の位置
□他法令の手続状況
□設置事業完了後の現況復旧方法

仮置場を事業区域外に設ける場合に限る。

45 □ その他市長が必要と認める図書 必要に応じて市より提出を指示することがあります。
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